
凡          例 

 

 

１ この要覧は、各ＪＡにおける平成２６事業年度業務報告書（平成２６年４月１日

から平成２７年３月３１日までの間に終了した事業年度。但し、専門農協について

は、一部農協において異なる。）等に基づいて作成したものであり、時点は、原則、

平成２７年３月末としている。 

 

 

２ 本要覧中の県合計は、調査対象となった総合農協１２組合の合計値であり、端数

調整等により、内訳の計と合計値が一致しない場合もある。 

 

 

３ 地帯とは、組合の地区の立地条件により、次の区分に従い分類している。 

地帯区分 № 立     地     条     件 

都 市 地 帯 １ 
地区内の全面積（山林、水面を除く）に対する都市計画で定め

る市街化区域の面積比率が８０％以上のもの 

都市的農村地帯 ２ 

地区内の全面積（山林、水面を除く）に対する都市計画で定め

る市街化区域の面積比率が５０％以上のもので都市地帯に該当

しない地帯 

中 山 間 地 帯 ３ 

地区内の全面積（山林、水面を除く）に対する特定農山村地域

（特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備

の促進に関する法律）の指定面積の比率が８０％以上のもの 

農 村 地 帯 ４ 
都市地帯、都市的農村地帯、中山間地帯のいずれにも属さない

もの 

注）同時に２つ以上の地帯に該当する場合の優先順位は、１、２、３、４としている。 

 

 


